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(一社)全国上下水道コンサルタント協会 
平成 27 年度技術報告書(第 30 号)平成 28 年３月 

下水道管路地震被害データベース(Ver.1)にみるマンホール被害状況 
 

中日本建設コンサルタント(株)○打田卓実 中根 進 

1. まえがき 

平成 27 年３月国土交通省国土技術政策総合研究所によって下水道管路地震被害データ

ベース(Ver.1)が公開された。本稿では、平成 27 年６月に入手したデータベースから液状

化などによって生じたと思われるマンホールの浮上に関するデータを抽出し、マンホール

の種類による被害原因の推定と検証結果について報告する。 

 

2. 国総研データベース 

下水道管路地震被害データベースの情報、被害項

目を以下に列記する。 

2.1 地震情報 

データベースに収録されている地震に関する情

報は、表-１の通りである。 

2.2 地震関連データ 

微地形分類：該当する処理区内の代表的な微地形

分類 

計測震度 ：該当する処理区内の代表的な

計測震度 

SI 値    ：該当する処理区内の代表的な

SI 値 

2.3 管路諸元と被害内容 

自然流下管の管路諸元と被害内容は表-２

の通りである。 

 

3. 下水道管路の分類 

3.1 下水道マンホールの種類 

従前、下水道用マンホールは、現場打コンク

リートの直壁とその上部に JIS 型の斜ブロック、

直壁ブロックを積んだマンホール(ここでは、

JIS 型マンホールという(図-１.a))であった。

もう一つは下水道用鉄筋コンクリート製組立マンホール」(図-１.b))(以下組立マンホール

という)で、平成 17 年(2005)に(社)日本下水道協会の下水道用認定適用資器材Ⅰ類に登録

地震名 発生日 自治体名 スパン数

能登半島
地震

2007年3月25日 輪島市 496

新潟県中
越沖地震

2007年7月16日 柏崎市 306

東北地方
太平洋沖
地震

2011年3月11日

一関市,遠野市,加美
町,栗原市,気仙沼市,
仙台市,大衡村,大崎
市,登米市,白石市,会
津若松市、西郷村,福
島市,いわき市,かすみ
がうら市,茨城町,神栖
市,太田原市,那須市,
習志野市,千葉市,船橋
市

4,291

長野県
北部地震

2011年3月12日 津南町 8

計 5,101

表-１ 地震情報１） 

管路諸元 被害内容

 管きょ
管径(mm),管種,形状,延長
(ｍ),上流管きょ土被り
(m,下流管きょ土被り(m)

破損,変形,たるみ・蛇
行、継手ずれ,クラック,
浸入水,取付管突出・接合
不良の有無・不明

 マンホール
上流人孔種類,下流人孔種
類,上流人孔深(m),下流人
孔深(m)

人孔滞水深(上流側及び下
流側cm),浮上量(上流人孔
及び下流人孔cm)

表-２ 管路諸元と被害内容 

a. JIS マンホール b. JSWAS 組立マンホール
図-１ マンホールの種類 
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されたものである。 

3.2 管きょの種類と最小口径 

従前、管きょの種類は、鉄筋コンクリート管、陶管であり、最小口径は、下水道施設設

計指針と解説の 1984、1994、2001、2009 年版によると汚水 200mm、雨水・合流 250mm であ

ったが、筆者の経験では、汚水であっても合流式の 250mm を採用し、JIS 型マンホールと

ともに面整備管路としていた。しかし、1997 年ころ会計検査において 250mm を採用してい

た自治体に対して最小口径が過大であり、維持管理にも支障のない 200mm が妥当であると

の指摘を受け、面整備管路は塩ビ管と組立マンホールによって整備するようになったと記

憶する。 

 

4. 下水道マンホールの地震による被害形態 

下水道マンホールの地震による被害形態は、ⅰ. 蓋・調整部の異常、ⅱ. 破損・クラッ

ク・変形、ⅲ. 躯体ズレ、ⅳ. マンホールの浮上・沈下、ⅴ. 管口突出し・抜出し その

他があるが、本データベースにはⅳ.マンホールの浮上、沈下のみが記載されている。 

マンホールの浮上量は、管路のスパンごとにまとめられており、スパンの上・下流の浮

上量が示されている。スパンが連続している場合、スパン下流と次のスパンの上流マンホ

ールは同じものとなり、重複が出るので、上流側マンホールの浮上量のみ抽出し、整理し

た。 

本稿では、「3. 下水道マンホールの種類」に記したように筆者の経験と記憶に基づい

て、鉄筋コンクリート管には、JIS 型マンホールを、塩ビ管には組立マンホールを使って

いたと大胆に仮定して、マンホールの地震被害を整理する。 

コンクリート管路線および塩ビ管路線のマンホールについて、大きさ・形状等の規格別

に、後述（１）式による調査数に対する浮上数割合を図-２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-２では、コンクリート管路線と塩ビ管路線のマンホールの大きさ等の規格が異なり

比較分析しにくいので、大きさが共通する 1 号～３号マンホールを抽出して表-３に浮上数

割合を示す。調査数は、コンクリート管路線より塩ビ管路線の数が多く、その中で１号マ

ンホールの浮上が最も多い。一方、コンクリート管路線には２、３号の浮上も多い。この
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図-２ コンクリート管路線および塩ビ管路線の調査数に対する浮上数割合 
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調査数

浮上数
上段：浮上割合＝

調査数－不明数

浮上数
下段：浮上割合＝

ことは、コンクリート管路線は、塩ビ管路線と比べて本管径が大きく、２、３号マンホー

ルが使われる機会が多いことによるものと推察される。 

加えて、浮上量の不明なマンホールも多いため、後述(２)式を使った浮上数割合も表-

３の下段に示した。 

表-３の          …(１)、              …(２) 

 

表-３のうち(１)(２)式の調

査数に対する浮上数割合を図-

３に示す。これによると、1 号

では塩ビ管路線のマンホールが

コンクリート管路線のマンホー

ルより浮上する割合が大であっ

たが、２号マンホールでは(２)

式の調査数に対する浮上数割合は同値であ

り、３号は塩ビ管路線の調査数が少なく浮

上しているものが無かった。 

次に塩ビ管路線のマンホールで調査数

に対する浮上数割合の大きかった１号マン

ホールの浮上量を図-４に示す。図-４はマ

ンホール深と浮上量、沈下量の関係を示し、

地下水位の位置は、データベースにないが、

マンホール深が大きい方が地下水位以深に

ある部分が大きく、浮力が大となる。 

塩ビ管路線のマンホールは、コンクリート管路線に比べ、浮上量が大きいものもあり、

マンホール深が 1.0 m と浅いマンホールの浮上も見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンクリート管路線と塩ビ管路線のマンホール浮上量の差について次に推測する。 

 

図-３ マンホール規格別の浮上数割合 
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図-４ マンホール深とマンホール浮上・沈下量の関係 
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1号

表-３ コンクリート管路および塩ビ管路のマンホール調
査数と浮上数とその割合 

調査数 不明- 浮上数 無 調査数 不明- 浮上数 無

基数 610 485 49 59 3230 2129 552 379
1号 不明含 0.80 0.08 0.10 不明含 0.66 0.17 0.12

不明除く － 0.39 0.47 不明除く － 0.50 0.34
基数 133 97 20 6 47 38 5 1

2号 不明含 0.73 0.15 0.05 不明含 0.81 0.11 0.02
不明除く － 0.56 0.17 不明除く － 0.56 0.11

基数 46 32 6 1 5 4 0 1
3号 不明含 0.70 0.13 0.02 不明含 0.80 0.00 0.20

不明除く － 0.43 0.07 不明除く － 0.00 1.00

塩ビ管路線MH

割合

割合

割合

規格
コンクリート管路線MH
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5. 浮上要因の推測 

5.1 マンホール形状 

JIS 型マンホールは、マンホール接合部に幅

15cm の張出しがあるため、鉛直方向に凸凹があ

る。一方、組立マンホールは接合部に張出しが

なく、鉛直方向に凸凹がない。 

このため、液状化時、浮力により浮上しよう

としたとき、JIS 型マンホールでは、地下水位

より上の接合部と外壁面と土と摩擦力が浮力に

抵抗する。マンホール接合部は、鉛直方向に対して凸型となり、浮上に対する抵抗となる

ことや接合部上部の土砂による重量増加も考えられる。これに対して組立マンホールでは、

地下水位より上の外壁面と土と摩擦力だけが浮力に対する抵抗となる。 

図-５２）は、杭先端が滑らかに拡径している場合とつば状に拡径している場合の引抜時

の地盤(この場合、砂)の変位状況をＸ線画像で示したものである。この状態を液状化時、

非液状化層にあるマンホール接続部に見立てると、杭先端がつば状の場合は、滑らかに拡

径している杭より地盤の鉛直方向の変位量が大きく、また水平方向の変位領域が広く、引

抜抵抗が大きいことを示している。このことから JIS 型マンホールは組立マンホールより

浮上時の抵抗が大きいことが想像される。 

5.2 過剰間げき水圧 

間げき水圧は、土の間げき内の水圧で、地下水圧に対する増分を過剰間げき水圧といい、

その過剰間げき水圧は、地震時のせん断力により、地下水で満たされた土の空隙が狭くな

る際に一時的に発生する水圧である。 

地盤が液状化するかどうかは、過剰間げき水圧と地盤の有効応力(浮力を差し引いた応

力)が釣り合い、地盤のせん断抵抗を失うかどうかである。有効応力より過剰間げき水圧が

大きくなれば、その地盤は液状化する可能性がある。マンホール周辺地盤の間げき水圧の

関係を図-６に示す。JIS 型と組立マンホールマンホールで、マンホール底部地盤の液状化

を考えた場合、マンホール全体の単位体積重量(重量／体積)が、土の単位体積重量より軽

いと、周辺地盤が液

状化するより時間的

に前に底部地盤が液

状化する可能性があ

る。組立マンホール

は、JIS 型マンホー

ルより単位体積重量

が軽いために、底部

地盤では JIS 型マン

図-５ 模型拡底杭の引抜時の地盤変
位状況２） 

MH底部液状化時
過剰間げき水圧

MH底部液状化時
過剰間げき水圧

Ｗ1

Ｗ2 
，

JIS

JIS

JSWAS

JSWAS

Ｗ1

Ｗ2 
，

Ｗ1 Ｗ2 
，

JIS JIS
/Ａ1＋ /Ａ2＝間隙水圧JIS(底) Ｗ1 Ｗ2 

，
JSWAS/Ａ1＋ /Ａ2＝間隙水圧JSWAS(底)JSWAS

γ×ｈ1

γ×h1 ＋ ＝間隙水圧soil(底)
(土より軽く、JSWASより重い)

γ×ｈ2
，

γ×ｈ2 
，

図-６ マンホール周辺地盤の液状化時間げき水圧 
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Zｂ Z
Zm

図-８ 浮上検討計算表説明図 

ホールより低い水圧で液状化する。 

6.液状化時マンホール浮上検討例 

耐震対策指針３）に示される浮上判定式のケース１(砂層が泥水状になった状態)におけ

る浮上検討計算例を示す。マンホールの液状化による浮上りの検討は、図-７および（３）

式４）により行う。 

Ｆｓ＝
Ｕ

Ｗ
＝

L

R
γ×+γ×

+

ωω ＶιＶ

Ｗ
…………(３) 

 

 

 

 

 

 

 

ここに、 

Ｆs：安全率（常時,レベル１地震動≧1.20,レベル２地震動≧1.00） 

Ｗ：浮力抵抗力＝Ｗ＋Ｒ（kN） 

斜ブロック部の土の重量は、浮力抵抗力となるが安全側に無視する。 

Ｕ：浮力(kN) 

Ｗ：構造物本体の重量（kN） 

マンホールは常時水位が満管でないことから空水とする。 

Ｒ：構造物の側壁面での液状化層を

除く部分の摩擦抵抗力（kN） 

摩擦応力度は、表-４の工場

製品より算定する。 

Ｖω：構造物本体の非液状化層の地下水位以下の部分の体積（kN/ｍ3） 

γω：水の単位体積重量（kN/ｍ3） 

Ｖι：構造物本体の液状化層の位置にある部分の体積（ｍ3） 

γL ：液状化した泥土の単位体積重量（＝18 kN/ｍ3）４） 

その他以下のような液状化しやすい条件を入力する。 

Ｎ値  ≦15 

砂質土 平均粒径Ｄ50 0.1 mm 

細粒分Ｆc  0％ 

地震動のタイプ   Ⅱ種 

地盤種別      Ⅲ種 

地域別補正係数Ｃz 地域により自動的に設定 

表-４ 単位摩擦応力度４） 

図-７ 液状化による 
浮上検討模式図 

 γ L：液状化層の単位体積重量  
Ｆ  ：浮力  
Ｗ  ：マンホール自重  
Ｄ  ：マンホール径  
Ａ  ：マンホール断面積  
Ｈ m：マンホール深  
Ｈ w：地表から地下水位  
Ｈ c：地下水位～マンホール底版

Ｒ

浮力Ｕ

自重Ｗ

Ｒ Ｒ Ｒ

土重量無視

浮力Ｕ

自重Ｗ

γL

H
m

H
c

H
w
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表-５ JIS マンホールの浮上に対する安全率
地震時浮上安全率

地盤の種類 砂質土
マンホール 標準円形1 号丸 JIS型
地震動 レベル 2
地震動のタイプ タイプII
地下水面深度 0.5 m 安全照査のための性能値
液状化した泥土の単位体積重量γℓ 18 kN/m3 安全率 1.0

表層地盤の平均Ｎ値（－）
Zb Zm 2 5 7 10 12 15
0 0 － － － － － －
1 1.3 1.8 3.3 4.3 5.8 6.8 －

1.2 1.5 1.6 2.8 3.6 4.8 5.6 －
1.4 1.7 1.5 2.5 3.1 4.1 4.8 －
1.6 1.9 1.4 2.2 2.8 3.7 4.2 106.9
1.7 2 1.3 2.1 2.7 3.5 4.0 71.5
1.8 2.1 1.3 2.1 2.5 3.3 3.8 53.8
2.1 2.4 1.2 1.9 2.3 2.9 3.3 31.1
2.4 2.7 1.2 1.7 2.1 2.6 3.0 22.0
2.7 3 1.1 1.6 1.9 2.4 2.7 17.1
2.8 3.1 1.1 1.6 1.9 2.3 2.6 15.9
2.9 3.2 1.1 1.5 1.8 2.3 2.6 14.9
3 3.3 1.1 1.5 1.8 2.2 2.5 14.0

3.3 3.6 1.1 1.4 1.7 2.1 2.3 12.0
3.6 3.9 1.0 1.4 1.6 2.0 2.2 10.4
3.9 4.2 1.0 1.3 1.5 1.9 2.1 9.3
4.2 4.5 1.0 1.3 1.5 1.8 2.0 8.4
4.4 4.7 1.0 1.3 1.5 1.7 1.9 7.9
4.6 4.9 1.0 1.2 1.4 1.7 1.9 7.4
4.8 5.1 1.0 1.2 1.4 1.7 1.8 7.0
5 5.3 1.0 1.2 1.4 1.6 1.8 6.7

5.2 5.5 0.9 1.2 1.3 1.6 1.7 6.4
5.4 5.7 0.9 1.2 1.3 1.6 1.7 6.1
5.6 5.9 0.9 1.2 1.3 1.5 1.7 5.8

表-６ 組立型マンホールの浮上に対する安全率
地震時浮上安全率

地盤の種類 砂質土
マンホール JSWAS組立型
地震動 レベル 2
地震動のタイプ タイプII
地下水面深度 0.5 m 安全照査のための性能値
液状化した泥土の単位体積重量γℓ 18 kN/m3 安全率 1.0

表層地盤の平均Ｎ値（－）
Zb Zm 2 5 7 10 12 15
0 0 － － － － － －
1 1.3 1.4 2.2 2.7 3.5 4.1 －

1.2 1.5 1.2 1.9 2.3 2.9 3.3 －
1.4 1.7 1.1 1.6 2.0 2.5 2.8 52.0
1.6 1.9 1.0 1.4 1.7 2.2 2.5 26.2
1.7 2 0.9 1.4 1.6 2.1 2.3 21.0
1.8 2.1 0.9 1.3 1.6 2.0 2.2 17.5
2.1 2.4 0.8 1.1 1.4 1.7 1.9 11.8
2.4 2.7 0.7 1.0 1.2 1.5 1.7 9.0
2.7 3 0.7 1.0 1.1 1.4 1.5 7.2
2.8 3.1 0.7 0.9 1.1 1.3 1.5 6.8
2.9 3.2 0.7 0.9 1.1 1.3 1.5 6.4
3 3.3 0.7 0.9 1.0 1.3 1.4 6.1

3.3 3.6 0.6 0.8 1.0 1.2 1.3 5.3
3.6 3.9 0.6 0.8 0.9 1.1 1.2 4.7
3.9 4.2 0.6 0.8 0.9 1.0 1.2 4.2
4.2 4.5 0.6 0.7 0.8 1.0 1.1 3.8
4.4 4.7 0.6 0.7 0.8 1.0 1.1 3.6
4.6 4.9 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 3.4
4.8 5.1 0.5 0.7 0.8 0.9 1.0 3.2
5 5.3 0.5 0.7 0.8 0.9 1.0 3.1

5.2 5.5 0.5 0.7 0.7 0.9 1.0 2.9
5.4 5.7 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 2.8
5.6 5.9 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 2.7

標準円形1号丸

設計水平震度 0.6  地盤種別と地震動のタイプにより自動的に設定 

レベル２の地震動に対して 1 号丸型を対象に、Ｎ値が液状化の対象となる１５ケースま

でとマンホール深 1.3m～5.9m の組み合わせについて、JIS 型マンホールと組立マンホール

の浮上に対する安全率を計算した一例を表-５，６に示す。データベースには、マンホール

深 1.0 m の浮上も認められたので、地下水位は地表面下 0.5 m に設定した。 

ここで、表中の記号は図-８による。また、表中の“－”は、モデル化した地盤に対す

る液状化判定の結果が液状化しない地盤であることを示す。表-５，６より、浮力に対して

幅広く安全性が高いのは、JIS 型マンホールであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. まとめ 

地震被害データベースによると、塩ビ管路線のマンホールはコンクリート管路線のマン

ホールより浮上数割合が高く、浮上量も大きいことが明らかになった。 

本稿では、塩ビ管路線に敷設されたマンホールが組立マンホールであり、コンクリート

管路線が JIS 型マンホールと仮定して、その形状・重量による抵抗力の違いが浮上量に影

響しているのではないかと推測した。 

その結果、過剰間げき水圧とマンホール全体の単位体積重量(重量／体積)の関係から、

組立マンホールは、JIS 型マンホールより単位体積重量が軽いために、底部では JIS 型マ

ンホールより低い水圧で液状化すること、泥水状態になっている地盤のマンホールにおい

て、浮上に対する安全率は組立マンホールの方が低いことを簡易な計算(判定式ケース１)

で示した。 
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